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物価⾼騰から市⺠⽣活を守るための緊急要望 

 
 2年余に及ぶコロナ禍により疲弊した市⺠の⽣活や経済に追い打ちをかけるように、原油や⼩⻨な
ど原材料価格の世界的な⾼騰を背景とした国内での⾷料品や⽇⽤品の値上げが相次ぎ、市⺠⽣活に
多⼤な影響が出始めている。さらにウクライナ危機の⻑期化や円安の急激な進⾏は更なる事態の悪
化が懸念されている。 
 わが党の強い要請を受けて先⽉26⽇に決定された、コロナ禍における「原油価格・物価⾼騰など
総合緊急対策」において、地⽅創⽣臨時交付⾦を拡充し、「コロナ禍における原油価格・物価⾼騰
対応分」が創設された。これにより地⽅⾃治体が実施する、⽣活に困窮する⽅々の⽣活⽀援や学校
給⾷費等の負担軽減など⼦育て世帯の⽀援、中⼩企業者等の⽀援といった取り組みをしっかりと後
押しすることが、総合緊急対策に明記されることとなった。 
 そこで公明党名古屋市会議員団は、物価⾼騰から市⺠⽣活を守るため、速やかに下記の対策が講
じられるよう強く要望する。 
 

記 
 
・市⽴⼩学校の給⾷や保育園での給⾷および中学校のスクールランチにおいて、従来通りの質を提
供できるように⾷材の調達において⽣産者や納⼊事業者が適切に価格転嫁することを促すと共に、
それに伴う⾷材費の増加分には当⾯の間、公費を補填することで保護者等の負担増加を防ぐこと。 
 
・特に⼦育て家庭において、⾷料品等の値上げ等によりお弁当や学校等での昼⾷代をはじめ家庭の
⾷費が増加するとともに、今後、学⽤品等の値上げも懸念されることから、18歳以下の全ての⼦ど
もに対して市独⾃の給付⾦を⽀給し家計を⽀援すること。 
 
・年⾦⽣活者及び⽣活困窮者等の収⼊の増加が直ちに⾒込めない世帯については、物価⾼騰や光熱
費の増加分の負担が⼤きいことから、適切な額の給付⾦を⽀給すること。 
 
・原材料費や燃料費等の⾼騰の影響を受ける事業者に対して、本年3⽉に終了した経済対策特別資⾦
の「原油・原材料⾼関連枠」融資制度を復活させるとともに、令和２年度に実施した「中⼩企業の
新しい⽣活様式・働き⽅対応⽀援補助⾦」に準じた補助制度等を創設し⽀援すること。 
 
・⽔道料⾦の減免など公共料⾦の負担軽減に努めること。 

以上 


